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第３回中国地方の港湾における地震・津波・高潮・液状化対策に係る検討会議





1.南海トラフの巨大地震による最大クラスの震度分布の推計結果
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（平成24年8月29日内閣府発表）

○ 関東から四国・九州にかけて極めて広い範囲で強い揺れが想定される。
・震度６弱以上が想定される地域は、24 府県 682 市町村（20 府県 350 市町村）
・震度６強以上が想定される地域は、21 府県 390 市町村（9 県 120 市町村）
・震度７が想定される地域は、10 県 15１ 市町村（7 県 35 市町村）

注）（ ）内は、平成15 年の中央防災会議「東南海、南海地震等に関する専門調査会」による東海・東南海・南海地震の震度分布での自治体数
注）市町村数には、政令市の区を含む

【参考】中央防災会議（2003）の東海・東南海・南海地震の震度分布図

出典：内閣府報道発表資料「南海トラフの巨大地震による震度分布」

（平成24年8月29日）

南海トラフの巨大地震による
最大クラスの震度分布

○ 瀬戸内海沿岸市町村では、最大震度が５弱～６強となっている。



南海トラフの巨大地震による最大クラスの津波高の推計結果
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【ケース⑤ 「四国沖～九州沖」に大すべり域＋超大すべり域」を
設定した場合】
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）瀬戸内海の海岸における
津波の水位の最大値分布

瀬戸内海沿岸市町村では概ね3～5m程度の津波高となっており、全体的に東側より西側が高い傾向にある。

（平成24年8月29日内閣府発表）



各地の津波高推計結果と現況の護岸等整備状況
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堤防、護岸等現
況高
(注1)

既往最高潮位
(注2）

海岸保全基本計画に
よる堤防、護岸等の

計画高さ(注3)

内閣府(中央防災会議)発表
津波高の推計結果

内閣府発表(H24.8.29)津波
による市町村別浸水面積
推計結果(浸水面積が最大と

なる場合)

(注5)(H15)
(H24)
(注4)

【岡山県】

水島港(倉敷市) 1.9～5.2 3.2 4.0～5.5 3.1 4 90ha

宇野港(玉野市) 2.1～3.5 2.1 3.5～4.0 3.1 3 150ha

岡山港
(岡山市、玉野市)

1.8～4.6 2.9 4.0～4.5 2.9 3 160ha

【広島県】

広島港(広島市) 1.8～5.7 2.9 4.1～6.2 2.9 4 110ha

福山港(福山市) 2.5～5.0 3 3.5～5.1 3.2 4 70ha

尾道糸崎港
(尾道市、三原市、福山市)

1.9～4.2 3.2 3.3～4.3 3.1 4 170ha

呉港(呉市) 1.9～5.4 2.8 3.8～4.6 3.6 4 170ha

【山口県】

徳山下松港
(周南市、下松市、光市)

3.0～7.0 2.4 5.5～8.5 2.5 5 380ha

岩国港(岩国市) 3.3～6.0 3 5.5～6.5 3.1 3 50ha

三田尻中関港(防府市) 3.1～6.6 2.2 4.0～6.5 2.6 4 70ha

宇部港(宇部市) 3.7～7.1 3.6 4.5～7.0 2.6 4 20ha

小野田港(山陽小野田市) 4.0～6.0 2.2 4.5～7.0 2.8 4 60ha

(注1)中国地方整備局調べ(海岸管理者へのヒアリングによる)。
(注2)港湾工事用水準面報告書による。ただし、岡山港、徳山下松港、小野田港は、平成23年海象条件等現状データ整理業務にて整理した数値を記載している。
(注3)各県の海岸保全基本計画による、高潮・波浪を考慮した地区海岸ごとの堤防、護岸等の代表計画高さ。
(注4)メートル以下第2 位を四捨五入し第1 位を切り上げたメートル単位の数値。
(注5)港湾所在の各市において、浸水深が30㎝以上となる浸水域の面積。

[T.P.基準：m]
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（平成24年8月29日内閣府発表）



南海トラフの巨大地震による津波浸水域想定
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図 津波の浸水分布

【ケース⑤「四国沖～九州沖」に大すべり域を設定、堤防条件：津波が乗り越えたら破堤する】

内閣府による津波浸水想定においては、堤防・護岸等の沈下は考慮されていない。
水島港では、津波到達時間が最短ケースでも213分であり、太平洋沿岸と比較して長い。
徳山下松港では、津波到達時間が最短ケースでも111分であり、太平洋沿岸と比較して長い。

（平成24年8月29日内閣府発表）

【徳山下松港周辺】 【水島港周辺】



２．コンビナート港湾における地震・津波対策検討会議

５

■検討の背景と目的

○東日本大震災による石油コンビナート等の被災を踏まえ、各省庁等においては今後の地震・津波対策に向けた取り組みを進
めているところである。

○国土交通省及び経済産業省では関係省庁、地方公共団体及び事業者団体からなる検討会議を開催し、各省庁等において検
討中の地震・津波対策や実施上の課題等について整理するとともに認識を共有し、対策の全体像について取りまとめた。

○今後、各事業者及び各省庁等においては、今回取りまとめた対策をはじめとして、コンビナート港湾の地震・津波対策を着実
に推進・支援していく必要がある。

◇構成員

日本化学エネルギー産業労働組合連合会（JEC連合）JEC総研代表

石油連盟技術環境安全部長

石油化学工業協会技術部長

千葉県県土整備部港湾課長

千葉県防災危機管理部消防課長

神奈川県安全防災局危機管理部工業保安課長

川崎市港湾局港湾経営部長

横浜市港湾局企画調整部担当部長

経済産業省製造産業局化学課長

経済産業省資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課長

国土交通省総合政策局政策課長

国土交通省水管理・国土保全局砂防部保全課海岸室長

国土交通省海事局総務課危機管理室長

国土交通省港湾局産業港湾課長

国土交通省港湾局海岸・防災課長

海上保安庁交通部安全課長

◇オブザーバー

消防庁危険物保安室長

消防庁特殊災害室長

原子力安全・保安院保安課長

（平成24年8月
国土交通省港湾局とりまとめ）



２．コンビナート港湾における地震・津波対策検討会議

６

■コンビ－ナート港湾における地震・津波対策について

（平成24年8月
国土交通省港湾局とりまとめ）



２．コンビナート港湾における地震・津波対策検討会議
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■大規模な石油タンクで講じられている地震・津波対策

（平成24年8月
国土交通省港湾局とりまとめ）



２．コンビナート港湾における地震・津波対策検討会議

８

■高圧ガス施設等の地震対策・津波対策

（平成24年8月
国土交通省港湾局とりまとめ）



３．国土交通省 交通政策審議会 港湾分科会防災部会

■検討の経緯

東日本大震災の教訓を踏まえ、産業やまちづくりとも連携した被災港湾の復旧方針や東海・東南海・南海地震等の津波からの
防護のあり方を検討するとともに、災害時における緊急物資輸送や地域の経済活動を維持する港湾のあり方について検討さ
れ、「港湾における地震・津波対策のあり方」がとりまとめられた。

（平成24年6月
国土交通省港湾局とりまとめ）

９



３．国土交通省 交通政策審議会 港湾分科会防災部会

■「港湾における地震・津波対策のあり方」～島国日本の生命線の維持に向けて～（案） 概要（平成24年6月13日公表）
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（平成24年6月
国土交通省港湾局とりまとめ）


